
②にっぽん子育て応援団は子ども・子育て支援の財源を GDP 比 2～3%への充実を目指して活動してきました。子

ども・子育て新制度に必要と言われた 1兆円の充実はその第一歩と考えていましたが、消費税率の引き上げで確

保されるはずだった 7,000億円ですら危うい状況です。いったいいつになったら 1兆円確保されるのか、具体的

にお聞かせください。 

 

 

 

自民党政権公約において、１兆円超程度の財源を確保し、子ども・子育て支援新制

度に基づく子育て支援の「量的拡充」及び「質の改善」を図ることを掲げており、

消費税収以外のものも含め、毎年度の予算編成過程において、責任をもって財源確

保にしっかりと取り組んでまいります。 

 

 

公明党は、子ども・子育て関連３法の法案審議時から、「量的拡充」と「質の改善」

を実現するため、１兆円以上の必要な財源の確保が必要と主張してまいりました。

１兆円以上の財源確保を推進し、毎年度の予算編成過程において、確保を図ってま

いります。 

 

 

早急に 1兆円を確保するよう政府に強く求めていく。社会保障の充実は国民との約

束であり、財政健全化は国際公約でもある。復興に支障を来すほどの公共事業を見

直し、安倍政権で完全に置き去りにされている行政改革を徹底することで、着実に

実現すべき。 

 

 

 

 

② 財源の１兆円確保 

日本共産党は、富裕層や大企業への優遇をあらため、「能力に応じた負担」の原則

をつらぬく税制改革で２０兆円、大企業の内部留保の一部を活用し、国民の所得を

増やす経済改革による税収増で２０兆円、あわせて４０兆円を消費税にたよらずに

確保する財源提案―「消費税にたよらない別の道」を示しています。この道をすす

めば１兆円は十分確保できます。 

 

 

 

・ 社会保障改革等を進め、できる限り早期に子育て支援の充実を図るべきである。 

 

 不要不急の大規模公共事業の中止、特別会計積立金・剰余金の適正化、あらゆる

歳出の見直しで無駄遣いを止めさせ財源を確保します。 

 さらに、高所得者の所得課税強化、大企業に対する課税強化、法人税減税の中止、

物品税の導入などを行います。 

 

 




